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関東地方整備局
関東技術事務所全国の道路メンテナンスに関する取組み事例

（平成２８年度～平成３０年度第１回道路メンテナンス会議資料等より抜粋）

は、関東管内の事例。赤文字は各都道府県Ｈ３０第１回道路メンテナンス会議資料より抜粋。

No. 取組み内容 実施主体
資料
番号

点検 1 市町村が管理する橋梁を対象とした橋梁点検講習会を県内複数箇所で開催した結果、参加者が増加した。 埼玉県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

2
橋梁点検を予定している８市町村を対象に、１５ｍ未満の小規模橋梁を用いて直轄職員と地公体職員による合同点検を
実施することで、少人数での丁寧な実習となった。

千葉県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（野田市、鎌ケ谷市、栄町、

富里市、山武市、大網白里町、

長生村、御宿町）

3
県が主導して市町村と連携した直営点検を実施。山形村は直営点検導入にあたり隣接する塩尻市の直営点検に同行。筑北
村は技術職員ゼロのでも直営点検を実施できる可能性を確認した。

長野県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（山形村と塩尻市、筑北村）

4 自治体職員が講師になり点検講習会と補修設計に関する勉強会を実施することで、自治体職員の技術力向上を図った。 島根県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

診断 5
市町村職員を対象に直轄橋梁診断判定会議の傍聴会を開催し、国の取り組みを実体験することで、診断判定のポイントが理
解できた。

埼玉県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

補修 6
建設会社、コンサルタント、発注者の技術者が合同で橋梁補修に関する意見交換会を実施することで、補修方法等に
ついて共通認識が図れた。

秋田県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ 7

　道路施設の点検や保全関係の技術的課題に係る自治体からの疑問や相談に対応するアドバイザーチームとして、『県内道路

メンテナンス支援団』を設置。（案）
　直接現地や役場に出向いて、市町村への技術的助言、支援を行っていきます。

青森･岩手・宮城
秋田･山形･福島

道路メンテナンス会議
資料①

8
地公体管理施設の技術的課題に対して、整備局、技術事務所、コンサルタント協会、橋梁調査会と協力して対応する技術相談

会を開催し、地公体が有する技術的課題の意見交換を図った。
滋賀県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

9
学識経験者、関係団体で構成する「橋梁健全度審査会議」を試行。受発注者双方が診断根拠をプレゼン後、審査員が点検結
果の妥当性を評価することで、診断結果のクロスチェックとして機能している。

新潟県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（新潟市）

10
市町村が希望する橋梁の点検診断プロセスと点検診断結果について、メンテ事務局が点検診断のアドバイスを行い、点検診
断の質向上を図る。

埼玉県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

11
市町村が管理する道路施設の技術課題等について、気軽に相談できる「市町村技術支援窓口」（政令市を除く市町村向け）
を設置することで、市町村の技術力不足を支援できる。

神奈川県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

12
道路橋及びコンクリート構造物の点検・診断等アドバイザー制度とは、橋梁調査会、コンクリート診断士会と建設技術セ
ンターが一括契約することで、個別に建設技術センターと契約した県、市町村の要請に応じてアドバイザーの派遣が可能となり、
診断が困難な場合などにアドバイスを受けうることができる制度。

島根県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

13
県、市町村の診断（案）に対して学識経験者の意見を聴取する山形県道路橋合同診断会議（合同意見聴取）の開催。県内
外の企業も参加することで診断結果に対する共通認識が図れた。

山形県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

14 各県のメンテナンス会議では、構造物保全技術支援（助言）として、地公体に対する技術支援を明確にしている。 中国地整管内道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
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関東地方整備局
関東技術事務所全国の道路メンテナンスに関する取組み事例

（平成２８年度～平成３０年度第１回道路メンテナンス会議資料等より抜粋）

は、関東管内の事例。赤文字は各都道府県Ｈ３０第１回道路メンテナンス会議資料より抜粋。

No. 取組み内容 実施主体
資料
番号

技術力 15
道路メンテナンスの業務経験の浅い自治体職員、入省３年以内の直轄職員を対象に、道路メンテナンスの意義や取り組みについ

て、基礎的な内容の講習会『道路メンテナンス入門講座』を予定。
宮城県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

16
Ⅳ判定と診断された橋梁の現地研修会を実施。近接目視点検の着眼点、変状の原因、診断時の留意点ならびに今後の措
置等について、奈良県ｺﾝｸﾘｰﾄ診断士会より説明。

奈良県ｲﾝﾌﾗ維持管理
連絡協議会

資料②

17
市職員を対象に、内外部の講師を招き市独自で橋梁長寿命化に特化した勉強会をH27より年に複数回開催。市職員の技
術力向上と維持管理の重要性について意識の高揚を図っている。

千葉県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（君津市）

18
全国で実施されている地公体のインフラ維持管理の取り組みに関する講演会を市主催で実施することで、インフラメンテナン

スに先進的な地公体との情報共有を図っている。
神奈川県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

（小田原市）

19

健全性の診断や修繕方針等に苦慮している相談事項について、他市町村も交えて検討（グループワーク）を行い検討結果を発

表。質疑応答を経て国、県からコメントする橋梁点検・診断ミーティングを実施することで、より実践的な点検診断、修繕に関
する技術力の向上を図った。

岡山県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

20
県土木事務所毎にメンテナンス技術に関するワーキング会議を実施。点検や設計、工事等に関する地公体担当者間での
技術相談や情報共有の場として活用している。

滋賀県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

21
地公体が対応に苦慮している吊り橋の維持管理に関する研修会を実施。事例が少なく対応にバラツキが出ることが予想され
る施設の維持管理に関して共通認識が図れた。

和歌山県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

22
橋梁保全に関する情報交換・発信のプラットホームとして北陸橋梁保全会議を開催。国、県、市町村、高速道路会社、学校関係
者、法人、一般企業の計９８８名（２日間計）が参加する基調講演、報文発表、技術展示、パネルディスカッションを実施すること
で、関係者の技術力向上と橋梁保全の実態について広報することができた。

北陸橋梁保全会議

23
東北地方における産学官が協力してインフラ管理者、技術者、次世代の担い手を育成する取り組み。ｅーラーニングシス
テムの構築等を実践している。

東北ｲﾝﾌﾗ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ協議会

体制 24
道路維持全般の係から分割し、橋梁に特化した橋梁維持係を新設して対応することで、橋梁維持管理に専念できるようになっ
た。

埼玉県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（深谷市）
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関東地方整備局
関東技術事務所全国の道路メンテナンスに関する取組み事例

（平成２８年度～平成３０年度第１回道路メンテナンス会議資料等より抜粋）

は、関東管内の事例。赤文字は各都道府県Ｈ３０第１回道路メンテナンス会議資料より抜粋。

No. 取組み内容 実施主体
資料
番号

ｺｽﾄ縮減 25 ロープアクセスによる橋梁点検に先立ち、ドローンで事前調査することで、点検規模、工数を推定。見積りの精度がアップした。 NEXCO中日本

26
市職員の負担軽減、市民サービスの向上を目的に、相談窓口、巡回業務、道路・公園・水路の維持管理を包括的に業

務委託を試行した結果、改善の余地はあるが、民には概ね良好な評価。
新潟県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

（三条市）

27
鋼橋塗替え工事発注前に塗膜調査を行い、有害物質の適切な防護・処分方法、保管場所の確保について検討することで、円
滑な工事の進捗を図った。

新潟県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（柏崎市）

28
コンクリート診断士を資格要件とした、概ね１０ｍ未満のコンクリート橋の橋梁点検業務を地元建設会社へ委託することで、
修繕工事を考慮した点検を実施することができた。

新潟県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（糸魚川市）

資料③

29 ＩＣＴを活用した直営点検の実施により、５年間で１億円弱のコスト削減見込み。
神奈川県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

（小田原市）

30
長岡高専の開発した簡便な橋梁点検システム（タブレット端末による橋梁点検）による小規模橋梁の点検を地元建設
会社に委託した社会実験。点検手法の有効性、建設会社への委託による点検者不足解消と災害対応力の強化について検証。

新潟県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（新潟市）

31
橋梁等点検時に維持作業員が同行し、発見したＭ判定については維持作業で速やかに措置を実施することで、損傷の進行
が抑制され、長寿命化に寄与する。

北海道道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（北海道開発局）

ｺｽﾄ縮減 32
橋梁アセットマネジメントシステムを導入。もの（ＩＴｼｽﾃﾑ）、しくみ（マニュアル）、ひと（人材育成）を効率的に運用することで、
健全で安全なインフラの継続的な提供と、かかる費用の最小化・平準化を実現。

青森県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（青森県）

33
迂回路に既存ストック（併行道路）をN E X C O 東日本や地元西和賀町と連携して活用することで終日、夜間通行止め
を実施。１５ヶ月の工期短縮と約１億円の経費節減を実現。

岩手県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（岩手県）

創意工夫 34 事務局と地公体の連絡や情報共有にファイル共有システムを活用することで業務の効率化を図った。 埼玉県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

35 ドローンによる橋梁点検を試行。効果や課題を抽出しておくことで、運用が可能となった場合の対応に備える。
青森県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

（青森河川国道）

項目

２
コ
ス
ト
縮
減
・
創
意
工
夫

3

14



関東地方整備局
関東技術事務所全国の道路メンテナンスに関する取組み事例

（平成２８年度～平成３０年度第１回道路メンテナンス会議資料等より抜粋）

は、関東管内の事例。赤文字は各都道府県Ｈ３０第１回道路メンテナンス会議資料より抜粋。

No. 取組み内容 実施主体
資料
番号

学習会 36
老朽化対策の重要性に関する実技を交えた学習会を２大学、１高専が合同で実施。学校側は学習会をシラバス(授業計

画）として位置付けることを検討している。
福井県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議 資料④

37
将来の土木技術者に高度な実務体験をしてもらうため、橋梁点検学習会を開催。メンテナンスの重要性に関する理解促進を図
る。

茨城県、栃木県、群馬県

千葉県、山梨県、長野県

道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

広報 38
道路メンテナンス会議設立から節目となる５年目を迎え、道路施設の現状やこれまで実施してきた道路メンテナンスに関する取り

組み等を情報発信（見える化）として県版道路メンテナンス年報公表（平成30年9月下旬目標）

青森･岩手・宮城
秋田･山形･福島

道路メンテナンス会議

39
地図や観光情報を含めた、老朽化対策をわかりやすく解説したリーフレット等を毎年作成。手に取り易く持ち帰りも可能
なため、より広範囲に情報拡散できた。

京都府道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議 資料⑤

40
技術事務所が小学生向けの大規模なイベントに出展。見聞きするだけでなく、模型による実験や体験を通して道路メンテ
ナンスの大切さを府県の枠を超えて実施した。

近畿地整管内道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（近畿技術事務所）

41
地域から親しまれている橋梁等を用いた地域一体となったイベントや清掃活動を通じてインフラ施設を長く大事に使うことの

大切さを伝える。
東京国道事務所

42
親子を対象に「メンテナンスを行うことにより丈夫で長持ちすることを知ってもらい、”大事に使う”ことの大切さ

を発信していく」ことを目的として、橋梁の点検作業や補修作業を実際に「見て」「触れて」「学ぶ」ことのできる見学会を開催。
群馬県、埼玉県
道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

43
老朽化が進む道路施設の現状と、老朽化対策の取組みをＰＲすることを目的に、河川を散策しながら老朽化が進む道路施

設の見学会を一般の方を対象に開催。見学者が親子等に限定されていない。
岩手県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

44 点検箇所、実施時期、点検内容を市民に周知することで、老朽化対策の活動を積極的に市民に広報している事例。
京都府道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

（京都市）

45
橋のインフラメンテナンスに関する理解促進のための新たな広報活動として、北海道架け橋カードを作成。カードを通じて、維
持管理に関して留意していることや安全を保つために努めていることなどを発信している。

北海道道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

協働 46
道路の損傷箇所をスマホから通報できるアプリを市民に提供。市民との協働により道路施設の損傷状況を把握し重大
災害を未然に防止。

相模原市

47
<インフラメンテナンス大賞・しゅうニャン橋守隊>
産学官民が協働して、「しゅうニャン橋守隊」として清掃や点検活動を実施。インフラメンテナンスの理解促進や裾野拡大を図っ
た。

山口県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（周南市）

48
牛根横断歩道橋点検隊として、通学路にある歩道橋の点検、清掃、美化活動をすることで、道路施設を大切に使うことを学習
してもらう活動。

鹿児島県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（大隅河川国道）
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関東地方整備局
関東技術事務所全国の道路メンテナンスに関する取組み事例

（平成２８年度～平成３０年度第１回道路メンテナンス会議資料等より抜粋）

は、関東管内の事例。赤文字は各都道府県Ｈ３０第１回道路メンテナンス会議資料より抜粋。

No. 取組み内容 実施主体
資料
番号

連携 49
「埼玉県道路メンテナンス会議 地域支援チーム」の設立を決定。地公体アンケート結果に基づき、産学官が連携して①
新技術マッチング、②診断支援、③補修支援、等、議論の場を設ける取り組み。

埼玉県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議 資料⑥

50
「信州橋梁ＭＡＥ要請運営協議会」の設立。産学官が連携して一般県民、建設企業社員、市町村･県職員、ＯＢを対象に
橋長10m未満の小規模橋梁の法定点検を実施できる技術者の養成し、技術職職員不足に悩む市町村を支援する計画。

長野県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（長野県）

51
大学と連携して実施した「コンピュータのシミュレーション技術を活用した橋梁の健全度評価」に関する講習会に国、
県、市町村職員が参加。新技術に接する機会を増やしている。

山梨県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

52

長岡技術科学大学、岐阜大学、舞鶴高専、山口大学、愛媛大学、長崎大学では、技術者のインフラメンテナンス技術のスキル

アップのため、座学・演習・現場実習の集中的な履修を実施するインフラメンテナンス技術者養成講座を開設。
官民問わず高度な技術力を持つ技術者を増やすことで、健全な老朽化対策の促進を図る。

長岡技術科学大学、岐阜大学

舞鶴高専、山口大学

愛媛大学、長崎大学

53
「ふくしまインフラメンテナンス技術者育成協議会」の設立。技術者不足という喫緊の課題を解消するため、産学官それ

ぞれのノウハウを活かしてメンテナンス技術者を養成する取り組みを図っている。
福島県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

54

県及び技術センターは、県内地公体が管理する橋梁のメンテナンスサイクルの適切な運用と長寿命化修繕計画の効率化に資す

るため、産学官が連携して県内の橋梁メンテナンスに関するデータを一元管理する山形県道路橋梁メンテナンス統合デー

タベースシステム（D B M Y ）を開発。これまでの様式を使いながら、より高品質で使い易いシステムとしている。

山形県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（山形県）

55
山上市と東北大学ＩＭＣとの共同研究。平成２６～２８年度にかけて、ＩＣＴ（タブレット端末）の活用と専門家の技術指

導を受け、職員が橋梁点検を行ううえで懸念される技術力不足の補完と点検の効率化を実証した。
山形県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議

（山上市）

56
市民や技術職O B がメンテナンスをサポート。市民や技術職OBのボランティアによるインフラ異常に関する速やかな情報収
集と民間を含めた技術職OBを雇用することで、点検促進と技術の継承を図る取り組み。

長崎県、岐阜県、兵庫県、
掛川市、島田市

57
近隣住民による「橋梁点検サポーター事業」。橋梁の通常点検を土木の有資格者や県市町村の技術職員経験者に実施し
てもらう制度で職員の負担軽減を図る取り組み。

福島県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（福島県）

58
土木研究所と富山市が締結した「橋梁の維持管理に関する研究協力協定」。老朽化により撤去した橋梁の主桁を土研
に搬入。破壊試験を行いモニタリング・データとの検証を実施。積極的な連携を図っている。

富山県道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議
（富山市）

５
そ
の
他

情報提供 59
(発刊案内)「中小規模橋梁の維持管理ハンドブック」
市町村管理橋梁の多くを占める中小規模橋梁の直営点検を想定して、市町村にアンケート調査を実施したうえで内容を検討して
作成された技術資料の紹介。

項目

４
多
様
主
体
と
の
連
携
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関東地方整備局
関東技術事務所7.全国の道路メンテナンスに関する取組み事例 青森県道路メンテナンス会議

H３０第１回青森県
道路メンテナンス会議資料より
青森河川国道事務所 道路管理第二課
電話番号 017-734-4574

※岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県でも
同様の「道路メンテナンス支援団」を設置。

Ｈ30 資料①
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関東地方整備局
関東技術事務所

Ｈ３０第１回奈良県
インフラ維持管理連絡協議会資料より
奈良国道事務所 管理第二課
TEL 0742-33-1394
奈良県 道路管理課
TEL 0742-27-7502

16.全国の道路メンテナンスに関する取組み事例 奈良県インフラ維持管理連絡協議会

Ｈ30 資料②

7
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関東地方整備局
関東技術事務所

Ｈ３０第１回新潟県
道路メンテナンス会議資料より
糸魚川市 建設課
TEL025-552-1511

28.全国の道路メンテナンスに関する取組み事例 新潟県道路メンテナンス会議（糸魚川市）

Ｈ30 資料③

8
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関東地方整備局
関東技術事務所36.全国の道路メンテナンスに関する取組み事例 福井県道路メンテナンス会議

Ｈ３０第１回福井県
道路メンテナンス会議資料より
福井河川国道事務所 道路管理課
TEL(075) 0776-35-2661(代)

Ｈ30 資料④
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関東地方整備局
関東技術事務所39-1.全国の道路メンテナンスに関する取組み事例 京都府道路メンテナンス会議

Ｈ３０第１回近畿地方
道路メンテナンス会議資料より
京都国道事務所 管理第二課
TELTEL(075)351-3300(代)

Ｈ30 資料⑤
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関東地方整備局
関東技術事務所39-2.全国の道路メンテナンスに関する取組み事例 京都府道路メンテナンス会議

11
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関東地方整備局
関東技術事務所49.全国の道路メンテナンスに関する取組み事例 埼玉県道路メンテナンス会議

Ｈ３０第１回埼玉県
道路メンテナンス会議資料より
大宮国道事務所 管理第二課
TEL048-669-1208

Ｈ30 資料⑥

12

23


